

































































































































































































































































































































































































































































































因果関係の認識 本稿におけるﾓ図性の存在 犯罪 環境問題の原因活動
あり ・憎しみ・うらﾝによる犯罪 なし
あり
なし ・財貨目当てのﾆ罪
原因者による物理的因果関係認識以後の環境問題
iその時点で環境問題として認識されているほとん
ﾇの環境問題）
なし 不問 なし
原因者による物理的因果関係認識以前の環境問題
i1970年代以前の温暖化，オゾン層破壊，公式発見
ﾈ前の水俣病，等）
　すなわち，因果関係を認識した上で，本稿の意味で意図的なものは，犯罪としては憎しみや恨
みによる犯罪があるが，環境問題の原因活動は該当するものはない。また因果関係を認識しない
犯罪は存在しないが，環境問題の原因活動はしばしば因果関係を認識せずに行われている。一方，
因果関係を認識しつつ，本稿の意味で非意図的なものは両方のカテゴリーに存在する。財貨目当
ての犯罪と因果関係認識後の環境問題である。
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6．結論と考察
　本稿では，環境問題と犯罪の類似性について検討した。
　先行研究をみると，論者は主に被害の深刻さに着目して環境問題を犯罪（的）としていた。筆
者は，結果としての被害だけでなく，それが引き起こされる過程の構造にも類似性があると考え，
その手がかりとして外部性概念の再検討を行った。外部性の定義について多くの文献を調べる中
で，外部性に犯罪を含めないようにするために非意図性の条件を課す論者があることがわかった。
そこで，この非意図性の条件をより詳しく検討した。その結果論者がいう非意図的とは，加
害と被害の因果関係の認識がない場合か，または因果関係の認識がありつつも被害者が被る被害
の増大により原因者の目的関数が増加も減少もしないことであると表現できることを明らかにし
た。
　そして，この非意図性の概念を用いて，環境問題（の原因活動）と犯罪を比較すると，財貨目
当ての犯罪と，因果関係認識後の環境問題は非意図的である点で一致することが見いだされた訳
である。
　Mishan（1971）ら経済学者は，犯罪などとは区別すべく非意図性の条件を外部性に課したも
のと考えられるが，その区別は失敗していることが明らかとなったのである。ただし，このこと
は，環境問題が外部性の条件の意味で意図的に引き起こされているからではなく，財貨目当ての
犯罪が（外部性の意味で）非意図的に行われているからである，という一般的な通念に反する事
実によるのである。
　環境問題は通常の犯罪と類似のものだという主張は，環境の汚染者・破壊者に対し厳しい環境
政策を人々が支持する基盤になると考えられるが，ただし，本稿の意味で非意図的ではあるとい
う点は逆の効果をもつであろう。
　非意図的であっても，我々は基本的にそれらを憎む。その感情は，「3．外部性の定義」でも指
摘した，合意なき加害行為である，という共通点に起因していると考えられる。
6．1．相互的性質，権利と価値
　環境問題は財貨目当ての犯罪と類似のものだという主張は，Coase（1960，　p2）の，環境問題
は相互的性質（reciprocal　nature）を持つものである，という指摘を想起させる。その指摘は，
大気汚染の問題は，汚染する側か，それによる被害を受ける側か，のどちらに汚染の権利を与え
るか，という問題である，という趣旨のものである（汚染の権利はそれを行使しないことで汚染
防止の権利でもあることに注意されたい）。財貨目当ての犯罪，というのは正に，当該財貨を誰
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が所有するか，一方に与えると他方は失う，という問題であるのだから，（因果関係が認識され
た上での）環境問題と同じなのである。
　財貨目当ての犯罪は，犯人が得るものと被害者が失うものは必ず一致するが，環境問題の場合
は，原因者が獲得する便益や利益の大きさは，被害者の被る損害の大きさと一般に一致しないと
されることが多い。経済学は，便益・利益が費用・損害を上回るなら，マクロな効率性の面で当
該環境問題の存在を肯定する。また，それゆえに，そのような環境問題は犯罪よりも倫理的にま
しなものと考える論者も存在可能である（例えば，前述の藤木（1975）の経済的利益の存在の指
摘などがそれである）。しかし，ここでは権利（財産権）とその価値づけとの混同がある。汚
染を伴う経済活動がその被害額より大きい便益を生み出しているとしても，それは，汚染者側の
汚染排出権への付け値が被害者側の付け値よりも大きくなるであろうことを予想はさせるが，ど
ちら側が所有すべきかが問題となるのは同じ汚染の権利なのである。12汚染削減・環境破壊防
止技術や被害防止技術の進歩により，原因者側，被害者側それぞれの環境汚染・破壊の権利（被
害者側にとってはそれらの回避の権利）への付け値は変化（低下）させられることもある。
　こうしたことは犯罪においても同様のことがいえる。自ら用いる目的で財を強奪・詐取等する
者が，当該財を用いて被害者側よりも高い生産価値を生み出す事はあり得る。歴史的には，進ん
だ科学技術を持つ人々がそうでない人々の土地を強奪し，そこで経済的に繁栄することはしばし
ばみる事ができる。というよりも，それこそが人類の歴史のあり方ということも可能と思われる。
強奪・詐取等の対象となる財の利用方法の代替技術の進歩により，当該財への付け値は変化する
こともある。
　このように考えると，環境問題の原因行為との類似性がより高いのは，財貨目当ての犯罪の中
でも特に自ら利用する財（貨幣でない）目当ての犯罪であると考えられる。
　いずれの場合も，もし，より大きな経済的な価値を生む利用を行うのであれば強奪でなく，
十分な補償の上で財の譲渡を受ける事が可能であるはずである。しかし，その場合奪う側の便
益は滅少する。強奪する者の側からみるならば強奪可能ならば補償の必要性もない，ということ
になる。
6．2．環境問題発生の構造　因果関係と権利
これまで得た知見から環境問題の発生の構造について次のような記述が可能である。
環境問題の初期の発生は，通常合法的である。合法的，というのは問題が最初に認知された時
12 ﾈお，財貨目当ての犯罪は，効率的な経済を前提にすると最高値をつけた者の権利が他者に渡ることは非効率
　を招くが，もともとの経済が何らかの原因で非効率であるなら，犯罪が効率改善を招くこともあり得る。
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未だ原因行為は法的に規制を受けない，ということをここでは意味する。13水俣病にしろ，気
候変動問題にしろ，最初に認知された時点では原因活動はこの意味で合法的であった。気候変動
問題に関しては未だに全く合法的といってよいかもしれない。なぜ規制されないのか。それは因
果関係と権利の問題に分けて考える事ができる。
6．2．1．因果関係の未解明
　まず，因果関係がわからない（すなわち，何らかの否定的現象の原因がわからない）段階では
原因活動に規制をかける事は不可能である。因果関係が不明では対処方法も不明であり．r排水や
排気ガスの規制を行う根拠がない。因果関係の解明は学術的な研究活動であり，労働や資本といっ
た資源を要する。通常投入できる資源は限られるため，解明にはかなりの時間を要することもあ
り得る。その間に被害は拡大する。
　因果関係は，その解明活動の進行とともに明らかになっていくが，全くの不明，完全な解明，
の両極端の問の中間的な状態を通常はとる。しかし，近代自由主義の考え方が採用されている現
在，誰かの経済活動を規制するためにはその活動が他者を害する事を証明する必要がある。因果
関係がある程度わかってきても不確実性が大きいと規制は許されない。この場合規制を行うた
めには，因果関係の解明を進めるべく研究活動を推進するか，または，近代自由主義の考え方を
捨て，因果関係が不確実でも規制をすることを肯定する予防原則の考え方を採用するか，する必
要がある。
6．2．2．環境に対する権利の未承認
　一方，因果関係がはっきりしたとしても，
が権利侵害とみなされない場合である。
当該被害を法が規制しない事があり得る。当該被害
6．2．2．1．権利が設定されていない理由
　環境問題が発生するまで環境に対する権利の設定は通常は行われていない。それは環境が消費
の非排除性という性質を持つため排他的な権利を設定する事が困難であるから，と説明される事
が多い。そして，権利が設定されていないため市場も成立せず，価格はゼロとなってしまい，過
13ここでの規制には，排出課税や排出権取引といった経済的手段も含むものとする。自発的（voluntary）アプロー
　チに対置される強制的（mandatory）手段と呼ぶ事もできる。
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剰利用を招いてしまう，というわけである。
　しかし，権利が設定されない理由を消費の非排除性に求めるのは必ずしも正しくない。なぜな
ら，もし消費の非排除性がある，つまり，不正な利用を排除できない，とするならば，規制もで
きないはずであるからだ。規制とは，まさに，利用を一定の範囲に限り，それ以外の利用を不正
なものとして排除するという営みである。もし，環境問題が起きたときに，規制によって改善が
みられるのであれば，それは当該環境の利用について排除性がある証拠である。それゆえ，権利
が設定されていない理由として，我々は別の理由を探す必要がある。14
　正しい理由は，環境が問題が発生するまでは，価格がゼロであっても供給が需要を上回る自由
財であった，ということであると思われる。消費の非競合性がなかったといってもよい様にも思
えるが，消費の非競合性は効率的利用のための価格付けを困難にさせるが権利の設定がなされな
い原因とはならない。15権利が設定されないのは，莫大な，それゆえに只の供給が人類の歴史
以前からあるため，他者の消費により自らの消費量を減らされる心配をする必要がないのだから，
他者の利用・消費を拒む排他的な権利を設定することは無意味であるから，と考えられる。
6．2．2．2．権利を誰に与えるか
　ところが，利用量が増え，稀少性が生じた時に環境問題が発生する。経済学的文献が多くの場
合採用する唯一の価値基準であるパレート原理は，誰の効用も低下させずに誰かの効用を上昇さ
せる変化のみを肯定する。誰かの効用が低下する事を否定するから，パレート原理は社会の成員
全員に対し変化に対する拒否権を与えるともいえる。もしパレート原理が社会的意思決定原理と
して採用されていたなら環境問題は発生しない。環境問題とは，環境の変化により誰かの効用が
低下すること，という言い方もできるからである。
　ところが，現実世界ではパレート原理は採用されていない。現実世界で採用されている法は権
利は保護するが効用は必ずしも保護しない。効用は法によって権利を設定されていない財の消費
によっても改善するが，法はこれを保護しないのである。
　それゆえ，これを保護すれば環境問題は発生せずにすむ。これまで．良い環境を享受していたも
のは，それを使わせないという目的で汚染の権利を有していたのだと考える事にすればよい。16
14 ｻ在の日本において，冷蔵冷凍・空調機器の廃棄時におけるフロンの排出の排除性がないことは現実により明
　らかにされている。直接規制によっても潜在的排出量の3割程度しか抑制できていないのである。これらの機
　器の廃棄時のフロンの排出先としての大気空間の利用は確かに非排除的といわざるを得ない。
15 ??ﾌ設定がない事の原因が消費の非排除性でも非競合性でもないのであるからt換言するなら，公共財であ
　る事が原因ではないということになる。
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汚染をしようとするものは，それを購入すればよい訳である。17我が国では現在，環境の悪
化による侵害から保護すべきものとして，漁業権のように認められている権利もあり，深刻な健
康被害の回避の権利も認められているように思われる。しかしアメニティに対する権利は未だ十
分には認められていないようである。途上国等のように被害者側の主張を汲み上げる民主主義的
制度が十分に発達していないならば被害者が死に至るような大きな被害を出す原因活動も少なく
とも事実上許容されていることになる。
その権利をどこまで認めるかがその社会がどこまで進んでいるかを表しているともいえる。ど
こまで認めるかの論理は，経済学的な費用便益分析的な考え方や法学的な基本的人権保護の考え
方等が場面ごとに採用されているとも考えられる。より実証的な検討は今後の課題とする。
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